
消 費 者 は ど う 行 動 す る か
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規制緩和、環境問題の圧

力など、ガス事業者のみな

らず、エネルギー事業者は

大きな経営環境の変化に直

面しています。一言で言え

ば、従来の公益事業的発想

では時代に追いつけなくな

ってしまい、今後は普通の

サービス業としての振る舞

いが求められることになり

ます。それをもう少し象徴

的な言い方で表現するなら

ば、供給重視から需要重視

へということになるのでは

ないでしょうか。  

もちろん、エネルギー事

業者が、今までお客さまを

ないがしろにしていた訳で

はありません。しかし、少

なくともエネルギーそのも

のを家庭に販売する面に関

しては、総括原価方式や限

られた競争環境の下、お客

さまとは何かを知ろうとい

うインセンティブは十分な

ものではなかったように思

います。逆にいえば、今後、

「お客さまを知る」という

努力が一層重要になるだろ

う、これがこの連載におけ

る最大の問題意識です。  

第１回は身近なトピック

として、家計簿の話から始

めましょう。身近といって

も日本全国で家計簿をつけ

ているのは、全家庭の３分

の１程度だそうです。その

上、家計簿は、主婦がつけ

るものというイメージが一

般的で、余り馴染みはない

かもしれません。ところが

最近出版された「家庭決算

書」（依田宣夫著・プレジデ

ント社）では、（夫でも妻で

もいいのですが）「家庭経営

者」たる人物が責任を持っ

て、しかも複式簿記方式で
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家計簿を管理することを提

唱しています。ご承知の通

り、普通の家計簿といえば、

支出と費目のみを記帳する、

いわゆる「単式簿記」方式

がほとんどです。ではなぜ、

複式簿記方式でなければな

らないのか。また、家庭経

営者とは何を指しているの

でしょうか。  

それらを考えるにあたっ

ては、お客さま側も、エネ

ルギー事業者と遜色がない

ぐらい大きな環境変化に直

面しているという事実を認

識する必要があります。足

下では長引く不況と雇用環

境の悪化、長い目で見ても

少子高齢化や社会保障水準

の低下懸念等があります。

大きな流れでいえば、経済

社会を活性化するために、

国は市場の機能を活用しよ

うとし、結果として自由・

競争と自己責任がセットで

お客さま＝生活者に降りか

かって来つつあります。  

生活者を取り巻く「リス

ク」（チャンスもですが）が

増大し、その下で適切な意

思決定をしなければならな

くなっているということで

す。つまり、普通の生活か

ら、より戦略的な生活への

変化が求められていると言

えるでしょう。この文脈で、

家計簿の話を思い返してい

ただくと、理解がしやすく

なると思います。  

生活者は、自らを取り巻

く外部環境を適切に把握し、

自らの目的を遂行するため、

戦略的な意思決定を行わな

ければなりません。そのた

めには単なる生活者ではな

く、自らを家庭経営者だと

認識し、家庭（家計）に関

する情報を十分に整理して

理解しておく必要がありま

す。そのためには、単なる
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お金の出入りだけを記録す

る単式簿記ではなく、家計

の資産や負債の状況を把握

し、資金を調達し、住宅建

設や教育などの投資をいか

に行っていくべきかを統一

的に判断することのできる、

複式簿記方式での生計管理

が必要だということです。  

もちろんこれまでにもマ

ネー（マイクロソフト）な

どの資金管理ソフトは存在

しました。しかし、会社経

営の実例が家庭経営に参考

になるのであれば、複式簿

記式家計簿というのはそれ

らと整合的でわかりやすい

ツールになり得ます。複式

簿記式家計簿は理解に若干

の努力が必要ですので、こ

れが一般に定着するかどう

かはやや疑問ですが、少な

くともそのようなことが議

論されるような時代になっ

たという認識が重要です。  

ただ、家庭の経営は、あ

る意味で会社経営よりも複

雑です。利益だけを追求す

るのではなく、資金繰りを

適切に行いつつ、生活の満

足を高めるための活動をい

かに行うかという、複雑で

多様な価値の追求が家庭経

営です。そこでは、今まで

論じたような、合理的な発

想だけでは十分ではありま

せん。時には合理性とは別

の考え方が必要なのではな

いでしょうか。これがこの

連載のもう一つの問題意識

で、それをこれから「適応

的」行動というキーワード

で論じていきたいと思いま

す。  

例えば、時間や情報処理

能力の制約の中で、さまざ

まな利害に配慮しつつ、判

断を行わなければならない

とき、すべての情報を統合

した上で「最適化」するこ
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とは実際上、難しいことが

あります。そんな時、間違

いを起こす危険性は高いけ

れども情報処理節約的な、

ヒューリスティクス（ここ

では直感的な状況判断ぐら

い に 考 え て お い て く だ さ

い）という方法を利用する

場合が多く見られます。そ

れは生活者にとって良い判

断なのかどうか。また、エ

ネルギー事業者がそれにど

う対処すべきなのかという

ことは、重要な論点だと思

います。合理的経済人によ

る家庭経営と、適応的社会

人による家庭運営、生活者

はその両方を求められてい

るとの考えのもと、やや後

者に重点を置きつつ今後論

じていきたいと考えていま

す。  

（学習院大学経済学部特

別客員教授（当時） 豊田 

尚吾）  

 

収入
給料・賞与 ○○万円
家族収入 ○○万円

消費
税金等 △△万円
日常生活費 △△万円
その他生活費△△万円

特別収入 ○○万円
特別消費 △△万円

当期消費損益 □□万円

資産 負債
ローン

預貯金 ▲▲万円
正味財産

●●万円
■■万円

 4


